
応募様式

様式１　守秘義務誓約書

様式２　設計図書等提供申込書

様式３　質問書兼質問回答書

様式４　企画提案提出書

様式５　資格要件に係る申立書

様式６　過去５年間において連続する２日間以上のイベント運営業務の実績を証する書類



（様式１）

守秘義務誓約書


２０２７年国際園芸博覧会茨城県実行委員会
会長　清水　充　　殿

このたび、「２０２７年国際園芸博覧会　茨城県屋外出展運営業務委託」のプロポーザル手続きを検討するにあたり以下のとおり誓約いたします。

１　検討する過程で知り得た一切の情報(以下、「機密情報」という )を、廃棄するまでの期間、第三者に開示または漏洩しません。なお、機密情報には機密情報が記録された関係資料及び記録媒体等（以下、「機密資料・媒体」という）のすべての資料を含みます。

２　機密情報を、プロポーザル手続きを遂行する目的以外のために使用しません。

３　上記検討にあたり、第三者に委託する場合、委託先に本誓約書に定める内容を告知して、これを遵守させます。また、委託先における機密情報の取扱について責任を負います。

４　プロポーザル手続き終了後は、プロポーザル手続きを遂行するにあたり使用し、作成し、または管理していた一切の「機密資料・媒体」を速やかに廃棄します。






　　年　　月　　日
					所在地：				
					商号又は名称：				
					代表者職氏名：　　　　　　　　　　　印
					


（様式２）
設計図書等提供申込書

２０２７年国際園芸博覧会茨城県実行委員会
会長　清水　充　　殿

2026年10月21日付けで公告された「２０２７年国際園芸博覧会　茨城県屋外出展運営業務委託」の設計図書及び参考資料の提供を申し込みます。

１　申込事項
・設計図書及び参考資料一式の提供

２　提供資料の形態
・DVD-R　１部


以上


　　年　　月　　日


所在地：				
					商号又は名称：				
					代表者職氏名：			　　　　
					

【担当者連絡先等】
所属：                                
氏名：                                
電話番号：                            
Eメールアドレス：                     


（様式３）
質問書兼質問回答書

	商号又は名称
	

	所在地
	〒　　-　　　


	代表者名
	

	担当者　職氏名
	

	連絡先
	TEL
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	質問内容

	

	回答内容

	



（様式４）

企画提案提出書

令和　　年　　月　　日

２０２７年国際園芸博覧会茨城県実行委員会
会長　清水　充　　殿

所在地：				　　　　
商号又は名称：				
代表者職氏名：			　　　　


　２０２７年国際園芸博覧会　茨城県屋外出展運営業務委託を受託したいので、別添のとおり関係書類を提出します。

記載責任者及び連絡先
	氏名（ふりがな）
	

	所在地
	

	担当部署
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	



（添付書類）
・資格要件に係る申立書（様式５）
・企画提案書（任意様式）
・本委託業務費用の見積書（任意様式）
[bookmark: _Hlk242294476]・会社概要が分かる資料（任意様式）
・決算書（直近3か年分）
・その他参考となる資料（任意提出）


（様式５）

資格要件に係る申立書

令和　　年　　月　　日

２０２７年国際園芸博覧会茨城県実行委員会
会長　清水　充　　殿

所在地：				　　　　
商号又は名称：				
代表者職氏名：			　　　　


２０２７年国際園芸博覧会茨城県実行委員会が実施する２０２７年国際園芸博覧会　茨城県屋外出展運営業務委託の一般公募型プロポーザルの参加に要求される下記の参加資格要件をすべて満たしていることを申し立てます。

記

１　茨城県物品調達等競争入札参加有資格者名簿に登録されていること。ただし、 茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、指名停止の措置を受けていない者であること。
２　地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号。以下「政令」という。）第167 条の４第１項の規定に該当していない者及び第２項の規定に基づく茨城県の入札参加資格の制限を受けていない者であること。
３　会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者ではないこと（再認定をした者を除く。）。
４　茨城県暴力団排除条例（平成22 年茨城県条例第36 号）第2条第1号又は第3号の規定に該当する者でないこと。
５　県税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。
６　過去５年間において連続する２日間以上のイベント運営業務の実績があること。

（様式６）

過去５年間において連続する２日間以上のイベント運営業務の実績を証する書類


	業務名
	発注者
（商号又は名称）
（住所）
（電話番号）
	業務内容
	契約金額
（千円）
	イベント
実施期間
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



※　当該実績が分かる書類・写真を添付してください。
